
様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）
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Ⅱ　成果指標の達成状況（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

「施策」総括票
環境関連産業の戦略的展開3-(6)-イ施策展開

施策 215頁②先端的な環境サービス（商品、技術等）の開発推進

○環境関連産業を創出し戦略的な展開を図るため、企業等のエコロジー製品や環境サービスの開発、技術力強化と経営・営業スキル
向上への取組の支援が求められているほか、環境関連産業の安定的な需要を確保するため、公共工事における環境配慮型資材（ゆ
いくる材）の積極的な利用が必要である。

商工労働部

対応する
主な課題

関係部等

平成24年度

決算見込額 推進状況主な取組 活動概要

28,019 順調

全国の現状

185,421 順調微生物等を活用した汚染土壌の浄化処理技術開発事業

島しょ型環境システム海外展開推進事業

○微生物等を活用した汚染土壌の浄化工
法の開発支援（5件）を行った。(1)

○県内環境関連企業の海外島しょ地域へ
の展開支援（4件）、可能性調査を実施し
た。(2)

現状値 H28目標値 改善幅成果指標名

新規環境事業に展開する企業数
５社

（23年度）
６社

（24年度）

基準値

-

参考データ名 傾向 全国の現状沖縄県の現状

10社 １社 -

- -

　新規環境事業に展開する企業数は平成24年度は６社と、前年度と比較して1社増の６社となった。今後も引き続きH28目標達成に向け技術
開発支援や情報提供などの取組を継続していく。

1

- - -



様式２（施策）

Ⅲ　内部要因の分析（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案（Ａｃｔｉｏｎ）

・フィジーなどの島しょ地域で課題やニーズ等現地調査を行ったところ、廃棄物の処理技術や山間部などの小集落における発電設備において支援ニーズ
があることが確認できた。今後は県内企業に海外の状況を提供しつつ、企業の状況や意向を把握するなど、海外での支援ニーズや課題に対応できる県
内企業とのマッチングを推進する必要がある。

・基地跡地の浄化を実施しているドイツでの先進地事例では、滑走路跡地の土壌だけでなく地下水の油汚染も発生し、微生物を活用した地下水浄化対策
を実施していた。これまでは地下水汚染を想定していない土壌表層部の浄化技術開発を行ってきたが、先進地事例から場所によっては地下水汚染の併
発も想定されるため、その浄化工法の検討が必要である。

・海外現地調査で新たに判明した課題やニーズについて、県内企業に状況を提供しつつ、企業の状況や意向を把握するなど、県内企業とのマッチングを
促進し、海外展開を支援することにより、県内中小企業の事業拡大を推進し、新規雇用の創出を図る。
・地下水汚染について、県内の汚染状況の情報収集を進めつつ、県内外の企業との意見交換を行い、地下水汚染への浄化工法開発支援の検討を行う。


